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1　は　じ　め　に

　現在の我が国では，「少子高齢社会」「世帯の低所得化」「経済の低成長化」が深刻な状況にあ
り，国民の生活を支えるための社会保障制度に対して様々な取り組み課題が突き付けられてい
る。そのため政府は₇₀歳までの再雇用や年金積立金の統合など，我々のライフイベントに大き
な影響を及ぼすようなテーマの検討を行う最中にある。このような中にあって，大学は半世紀
近い経済的自立を余儀なくされる社会の荒波の中に学生たちを送り出すことになる。学生たち
がそうしたシビアな環境下を乗り切り続けるためには，しっかりと社会とつながり，自らが意
欲的に打ち込むことのできる職業選択と同様に，職場定着が果たせるキャリアスキルを身に着
けることが重要となる。
　そこで今回は，卒業後の学生たちを取り巻く社会環境及び職場環境を抑えたうえで，職場定
着を果たすために学生たちに何が求められるかについて，本学卒業生から寄せられたアンケー
トも参考にしながら考察する。

2　社会の変化による国民生活がかかえるリスク

1）　人 口 減 少
　わが国では₂₀₁₀年を過ぎたあたりより，総人口が減少し始めている。₂₀₁₈年 ₅ 月 ₁ 日時点で
は ₁億₂₆₄₆万 ₆ 千人であるが，国立社会保障・人口問題研究所の試算では，₂₀₃₀年にはすべて
の都道府県で人口が減少し，₂₀₄₅年までに日本の総人口は ₁億₀₆₄₂万人になるとしている。ほ
んの₂₀数年で全体の六分の一にあたる₂₀₀₀万人もの人口が減少する計算である。

2）　高齢化の進行
　我が国はすでに高齢化社会とは呼べない。超高齢社会に突入しているのである。周知の知識
ではあるが，₆₅歳以上の人口が総人口に占める割合が ₇％に達した状況を「高齢化社会」，同様
に₁₄％に達した状況を「高齢社会」，そして₂₁％に達した状況を「超高齢社会」とする。日本は
₂₀₀₇年に超高齢社会に入ったことが確認され，₂₀₁₉年 ₉ 月₁₅日現在の高齢化率は₂₈.₄％と，過
去最高を記録した。
　国立社会保障・人口問題研究所の推計では，高齢化率は₂₀₂₅年には₃₀.₀％となり，₂₀₄₀年に
は₃₅.₃％になると見込まれている。すなわち国民の ₃人に ₁人以上が高齢者となるのである。
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3）　少子化の進行
　₂₀₁₈年の出生数は₉₁.₈万人であったが，昨年暮れに厚生労働省が公表した人口動態統計によ
れば，₂₀₁₉年の出生数は₈₆.₄万人となり，₁₈₉₉年の統計開始以後初めて出生数が₉₀万人を割っ
てしまった。国立社会保障・人口問題研究所の「将来推計人口」（平成₂₉年推計）では，₂₀₂₃年
に出生数が約₈₆万人になるとの予測であったため，予測よりも ₄年も前倒しする形で少子化が
急速に進行しつつある現実を突き付けられることとなった。

4）　単独世帯の進行
　我が国の世帯数は毎年増加を続け，その逆に一世帯あたりの平均構成人員は減少を続けてい
る。₂₀₁₅年の国勢調査によると，一般世帯に占める単独世帯の割合が₃₄.₆％と一番多い世帯構
成となった。これは ₃組に ₁組以上が単独世帯であることを示している。単独世帯はその通り
一人ぐらしであるため，世帯内で構成員を支えあう互助機能を有しておらず，自力で社会生活
を成り立たせることが求められることを意味する。

5）　婚姻と離婚の状況
　₂₀₁₅年の国勢調査によると，₅₀歳時点の未婚者（離婚経験者は除外）を対象とした生涯未婚
率は，男性が₂₃.₃₇％（約四人に一人），女性が₁₄.₀₆％（約七人に一人）となった。ひとつ前の
国勢調査（₂₀₁₀年）では男性が約五人に一人，女性が約十人に一人であったことを勘案すると，
結婚を選択しないあるいはできない者の数が急速に増えていることがわかる。
　平成₂₉年人口動態統計の年間推計では，婚姻件数は年間約₆₀万₇₀₀₀組で，婚姻件数でみると
たった ₈年前に比べ₁₀万組も減少しており，少子化の影響や未婚化加速の流れが見えてくる。
さらに離婚件数は約₂₁万₂₀₀₀組で，婚姻件数と離婚件数を単純計算すると年間三組に一組の夫
婦が離婚していることになる。離婚家庭の中に子どもを抱えている場合，特に母子家庭では多
くの割合で低所得化に陥り，生活基盤が不安定な状態に陥るリスクも危惧されている。
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3　労働状況からとらえる就労上のリスク

1）　離 職 状 況
　新規学卒就職者の離職状況（平成₃₀年　厚生労働省）によると，「平成₂₇年 ₃月卒業者の ₃年
以内離職率」は，大学₃₁.₈％，高校₃₉.₃％，中学₆₄.₁₇％となり，一度を除き平成 ₇年よりずっ
と₃₀％越えを続けている。さすがに最高学府である大学は中学や高校に比べると離職率は低い
ものの，それでも約 ₃人に ₁人が離職している状況にある。

表 3　学歴別就職後 ₃年以内離職率の推移※₃

表 4　平成₂₇年 ₃ 月新規学卒者の離職率※₄
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　₂₀₀₉年以来有効求人倍率は上昇，完全失業率は低下を続けているにもかかわらず，若者の職
場定着という面においては未だに課題が解消されていないのである。
　厚生労働省の雇用動向調査から見ても，₁₉歳以下に続き₂₀歳～₂₄歳までの層が他の年代より
も離職率が高く，社会に出ることや職場につながり続けることが，今の若者にとっていかにハー
ドルが高いかを物語っている。
　「新規学卒就職者の産業別就職後 ₃年以内離職率の高い上位 ₅産業（₁₄産業の内）」では，①
宿泊業・飲食サービス業（₄₉.₇％），②教育・学習支援業（₄₆.₂％），③生活関連サービス業・
娯楽業（₄₅.₀％），医療・福祉（₃₇.₈％），小売業（₃₇.₇％）とされており，本学の教育・資格
養成メニューがほぼそのまま該当する結果となっている点に留意する必要がある。

表 5　新規学卒就職者の産業別就職後 ₃年以内離職率の高い上位 ₅産業※₅

　平成₂₉年雇用動向調査の「転職入職者が前職を辞めた理由」を分析すると，結婚や契約の満
了といった，入職時にある程度想定できる理由で辞めた割合は男女とも ₂割に満たず，多くの
者が入職時に想定していなかった理由で退職をしている。
　さらに転職による収入への影響に関しては，前の仕事より収入が減ったと回答した者が₃₃.₀％
と， ₃人に一人が給与面にリスクを抱える形となっている。

2）　離職後の社会的引きこもり
　内閣府が昨年 ₃月に発表したところによると，満₄₀歳から₆₄歳までの中高年の引きこもりの
数が₆₁万₃₀₀₀人あり，その主なきっかけが「退職」「職場の人間関係」「病気」であるとのこと
であった。
　₁₅歳から₃₉歳の若年世帯を対象とした調査での引きこもり推計は₅₄万₁₀₀₀人とされているた
め，労働人口の内合わせて₁₀₅万₄₀₀₀人もの対象者が，社会を支える以前に社会と接点を持てず
に生活を続けているという，我が国の深刻な社会問題を露呈することとなった。
　その発表と時を同じくして， ₅月には社会的引きこもり状態の₅₁歳の男性による通り魔殺人
事件が， ₆月にはその事件に触発され前途を悲観した元農水省事務次官の₇₆歳の父親が，引き
こもり状態にある₄₄歳の長男を殺害する事件が発生した。引きこもりの子を持つ家庭が高齢化
し，₅₀代の中高年の引きこもりの子を₈₀代の親が面倒を見るといった社会現象を₈₀₅₀問題と呼
ぶが，このケースの家族もそれに該当しており，家族内の支援機能をすでに失いながらも家族
内で問題を抱えるしかない，我が国の社会構造や地域社会の脆弱性を突き付けられる出来事で
あった。働くことが単に経済的な自立を果たすだけでなく，周囲とつながる機会を持ち，社会
生活に必要な家族以外の互助機能を保つうえでも，大事な役割があることを改めて感じさせる
出来事であった。

3）　社会保障の脆弱化と経済的自立の延長化
　前述してきた，我が国の社会情勢や暮らしの変化に伴う生活課題や，離職や社会的引きこも
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りの問題は，決して他人ごとではない。本来であれば，我々の生活がインフォーマルなサポー
トでは不十分な状態になれば，フォーマルな支援として国の社会保障を期待したいところであ
るが，残念ながらその期待は裏切られる状況にある。
　昨年の消費税増税に始まり，国は後期高齢者の医療負担の引き上げ，国民・厚生年金の積立
金の統合，₇₀歳雇用延長などの検討を始めており，公的な社会保障が脆弱化し支援規模を縮小
させていることは明確であり，国民生活における自己責任の色合いが一層強まる方向に進んで
いることに警戒が必要である。

4　卒業生アンケートからとらえるキャリア支援

　こうした社会の中に学生たちを送り出す大学教職員は，社会で活躍あるいは職場に定着し続
けることのできる社会技能を身に着けさせるべく，日々の教育にあたる必要がある。

表 6　引きこもりの状態となったきっかけ※₆
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　社会に通用する人材を育成しているかどうかを見極める手段や方法はいくつか考えられるが，
その一つとして教育ユーザーとしての卒業生からの意見を伺うことも有効な方法である。
　キャリアセンター・就職課では，そうした目的のために，昨年度「就職に関する広島文教大
学卒業生アンケート」を実施した注₁）。アンケートの概要は以下のとおりである。

①アンケート実施対象
　₂₀₁₈年 ₃ 月卒業生（新卒 ₁年目）及び₂₀₁₆年 ₃ 月卒業生（新卒 ₃年目）
②回答方法
　郵送及びWEB

③質問項目
　a就労状況　b職場で求められる力　c社会に出て役立ったと感じる大学時代の体験
　d本学の就職支援
④回答率
　₂₀₁₈年 ₃ 月卒業生（新卒 ₁年目）　₂₆.₀₁％
　₂₀₁₆年 ₃ 月卒業生（新卒 ₃年目）　₂₇.₂₇％
　全体　　　　　　　　　　　　　  ₂₆.₃₀％
　キャリアセンターとして上記枠組みに基づくアンケートは今回初めての実施であり，具体的
な方向性を見極めるにはもう少しサンプルを確保する必要があるため，データを今後も蓄積し，
あらためてアンケート全体の結果を報告することして，今回は今後のキャリア支援や教育に参
考となるいくつかの回答結果について紹介する。
　本アンケートは，経済産業省が提示する「人生₁₀₀年時代の社会人基礎力」の₁₂の項目をベー
スに作成した。

図 1　人生₁₀₀年時代の社会人基礎力について※₇

　まずはそれらの項目について，「卒業生が各々の職場で必要と感じるもの」を問うたところ，
上位の三つは①物事に進んで取り組む（₁₆％），②社会のルールや人との約束を守る（₁₅％），
③相手の意見を丁寧に聴く（₁₂％）といった結果となった。この₁₂項目には，「他人に働きかけ
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巻き込む」「新しい価値を生む出す」といった，高い専門性や対人関係力を求められるようなも
のも含まれるが，意外にも職場以外の日常の生活にも不可欠な項目を，卒業生たちは重要と感
じているということが明らかとなった。

表 7　アンケート結果「卒業生が各々の職場で必要と感じるもの」※₈

　次に「その社会人基礎力を大学卒業時にどのくらい身に着けていたと感じるか」について，
「できた」「なんとかできた」「できなかった」の三段階で質問したところ，「できなかった」と
回答したものの上位は，①新しい価値を生み出す（₄₀％），②他人に働きかけ巻き込む（₃₁％），
③自分の意見をわかりやすく伝える（₁₇％）といった発信力や能動性が問われる項目がワース
トを占め，そのような面に課題を感じながら社会へ出ていく状況がうかがえた。

表 8　アンケート結果「その社会人基礎力を大学卒業時にどのくらい身に着けていたと感じるか」※₉
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　最後に，「社会生活に有意義だと感じる大学時代の活動に関して」であるが，₁₁項目の選択肢
の内，①アルバイト（₁₈％），②学業全般（₁₇％），③実習・インターンシップ（₁₄％）が上位
となった。学業はともかくとして，こうした学外での社会体験が学生の将来に大きな影響を与
え，就職を考えるうえで有効な機会であることがうかがえた。

表 9　アンケート結果「社会生活に有意義だと感じる大学時代の活動に関して」※₁₀

5　ま　　と　　め

　大学入学後，学生たちは何に向かっているかといえば，社会への出口である。働くことも含
め，卒業後の主体的な生き方を模索するために毎日の学問を積み重ねているのである。どのよ
うに生きるかについてその方法や手段を大学で学び，それを試しながら取捨選択をする。そう
した学びの流れが必要であると，卒業生のアンケートが語っているように思えてならない。教
育者として生き方を示唆することはできるが，最後は学生自身が卒業後の生き方を自己決定し，
先に述べた半世紀以上の人生を自己責任で泳いでいく必要がある。そのことを念頭にしながら
日々の学生へのかかわりに努めなければならない。
　また，社会不適応や早期離職を防ぐためには，教育において昨今注目されるアクティブラー
ニングによる主体的学修や，インターンシップ・現場実習のような職場・職種疑似体験の活性
化が重要なカギを握るように感じるため，キャリア教育とも連動しながらキャリアセンターと
して必要な貢献を行っていきたいと考える。

注 ₁  本アンケートは，本学の今後の就職支援及び教育改善に向けていかすものであることを対象者に対
して書面告知した上で協力を求め，実施したものである。
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 ₄ 厚生労働省「平成₂₇年 ₃ 月新規学卒者の離職率」新規学卒就職者の離職状況（平成₂₇年 ₃ 月卒業者の
状況）　平成₃₀年₁₀月

 ₅ 厚生労働省「新規学卒就職者の産業別就職後 ₃年以内離職率の高い上位 ₅産業」新規学卒就職者の離
職状況（平成₂₇年 ₃ 月卒業者の状況）　平成₃₀年₁₀月

 ₆ 内閣府「引きこもりの状態となったきっかけ」生活状況に関する調査（平成₃₀年度）　平成₃₁年 ₃ 月
 ₇ 経済産業省「人生₁₀₀年時代の社会人基礎力について」人生₁₀₀年時代の社会人基礎力について　平成
₃₀年 ₂ 月

 ₈ キャリアセンター・就職課「卒業生が各々の職場で必要と感じるもの」₂₀₁₈年度就職に関する広島文
教女子大学卒業生アンケート集計　令和元年 ₆月

 ₉ キャリアセンター・就職課「その社会人基礎力を大学卒業時にどのくらい身に着けていたと感じるか」
₂₀₁₈年度就職に関する広島文教女子大学卒業生アンケート集計　令和元年 ₆月

₁₀ キャリアセンター・就職課「社会生活に有意義だと感じる大学時代の活動に関して」₂₀₁₈年度就職に
関する広島文教女子大学卒業生アンケート集計　令和元年 ₆月

─₂₀₂₀年 ₁ 月₂₄日　受理─


